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日本郵政公社は、郵便事業、郵便貯金事業、簡易保険事業を営み、

全市区町村に設置された郵便局を通し、社会生活のライフ

ラインとしてのサービスを提供してきました。そして今、より

一層の飛躍を目指し、サービスの改善、経営基盤の強化など

様々な課題に全力をもって取り組んでおります。日本郵政公社は、

「真っ向サービス」を合言葉に様々な改革を行い、新しい価値

の創造を目指してまいります。
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公社発足以来、3年が経過しましたが、この間、

私は3つの経営ビジョン（①真っ向サービス、②健

全な経営基盤、③明るい将来展望を持てる働きがい

のある公社）の実現と中期経営目標の確実な達成に

向け、アクションプランを策定し、公社の抜本的な

経営改革に取り組んでまいりました。

平成17年度は、アクションプラン・フェーズ2の

スタートの年として商品・サービスのレベルアッ

プ、新規ビジネスの開発や民間企業との提携推進、

ワンストップ・コンビニエンス・オフィスとしての

郵便局の機能向上、事業型経営への改革など、様々

な取組を進めてまいりました。また、将来の健全な

成長のための基盤づくりに果敢に挑戦し、着実な成

果をあげることができました。

郵便では、ゆうパックなどの利便性を高めるため

にコンビニエンスストアとの提携を拡大するととも

に、18年2月に「JPビズメール株式会社」を設立し、

郵便物の企画・印刷から配達までのトータルサービ

スの提供を開始しました。

また、国際物流事業進出の第一歩として、成長著

しいアジア市場や北米をターゲットにした貨物航空

輸送を行う「株式会社ANA＆JPエクスプレス」を

18年4月に設立しました。

金融については、郵便局がご家庭のメインバンク

「ファミリーバンク」としての真価が問われるプロ

ジェクトとして、17年10月に全国575の郵便局にお

いて投資信託の販売を開始しました。販売の開始に

あたっては、役職員全員がコンプライアンスの徹底

を最優先に取り組んだ結果、お客さまの信頼をいた

だき、順調なスタートを切ることができました。

また、全社的に取り組んでいるJPS（Japan Post

System）は、郵便については、全国約1,000局で対

前年度比10.2％の生産性向上を達成しました。

調達コストの削減については、原則競争契約とす

ることはもちろん、調達数量の適正化や特別仕様の

見直し等の取組を徹底し、経常的経費の調達につい

ては、対前年9.8％の削減（636億円）を達成しまし

た。

これらの取組により平成17年度の決算について

は、厳しい経営環境の中、三事業とも3期連続の黒

字を確保し、公社全体で1兆9,331億円（16年度1兆

2,378億円）の黒字を計上しました。

郵便については、EメールなどIT化の影響等によ

る通常郵便物の減少と成長分野である小包などの増

加により、売上比率が9：1（15年度）から8：2にな

るなど収益構造の改革を進めていますが、減損損失

等の特殊要因もあり、経常利益は前年度より大幅な

減益となり、26億円（16年度283億円）の黒字を確

保するにとどまりました。

郵便貯金については、金融環境が順調だったこと

もあり、16年度（1兆2,095億円）を大幅に上回る1

兆9,304億円の利益を確保しました。

簡易保険については、新契約の減少が続くなど依

然として厳しい経営環境ですが、株価の上昇等によ

るキャピタル益を8,459億円計上したこと等により、

9,318億円（16年度5,517億円）を内部留保に積み増

すとともに、4年ぶりに契約者配当を増配すること

ができました。

トップメッセージ

日本郵政公社が発足して早くも3年が経過しました。この間、役職員が一丸となってお客さま第一の

「真っ向サービス」を実践するとともに、意識と文化の改革を進めつつ、新しい価値を創造し、事業の健

全な成長を追求してまいりました。おかげさまで着実な成果をあげることができたと考えております。皆

さまの温かいご支援に厚くお礼申し上げます。

真っ向サービスの実践
公社の抜本的な経営改革を推進



ご承知のとおり、昨年10月14日、郵政民営化法案

が成立し、日本郵政公社は平成19年10月1日に民

営・分社化することになり、本年1月23日には、民

営・分社化後の持株会社の前身となる日本郵政株式

会社が設立されました。

このような状況の下、平成18年度は、民営・分社

化への準備を本格化するとともに公社改革の総仕上

げとして、アクションプラン・フェーズ2の貫徹に

全力を挙げて取り組んでまいります。

郵便では、CSの向上とコンプライアンスの徹底を

図るため「0
ゼロ

・D
ディ

運動（郵便事故・犯罪を出さない、

出させない「0」に向けた取組）」を推進するととも

に、ゆうパック、DM、国際郵便などのサービスの

改善や魅力ある切手・はがきの発行を行い、郵便利

用の拡大に取り組みます。また、郵便情報システム

を再構築することにより、お客さまの利便性の向上

に努めます。

郵便の本格的な黒字体質への構造改革は依然とし

て厳しい状況ですが、民営化を控え今年度は正念場

の年との認識の下、JPSのコスト削減効果の実現な

ど確実に利益を生み出せる経営の基盤づくりに努め

ます。

一方、金融については、これまで以上にお客さま

に喜ばれるサービスを提供していくために、コンプ

ライアンスの徹底を基礎として、コンサルティング

能力を高めるとともに、業務品質の向上、ICカード

の導入によるセキュリティの向上などのサービス向

上に努めます。

また、収益管理やリスク管理を適切に行うことによ

り、健全経営の確保に全力で取り組んでまいります。

来年の民営・分社化まで残すところ1年余となり

ました。民営・分社化のための承継基本計画に基づ

く準備作業に万全の体制で取り組むことはもちろ

ん、更に、より良い民営化となるよう現在、取り組

んでいる郵便局改革や郵便の集配拠点の再編、内部

統制強化等のプロジェクトを役職員一丸となって成

し遂げてまいりたいと考えております。

最後に、私どもは広く社会とコミュニケーション

に努め、公社情報を積極的かつ公正に開示すること

によって、お客さまから信頼され透明度の高い経営

を行う「開かれた公社」を目指しています。このた

び、公社の様々な取組を皆さまにご理解いただくた

め、本誌を作成いたしました。本誌によりまして、

公社に対する皆さまの信頼を一層深めていただけれ

ば幸いです。

今後もお客さまサービスの向上、経営改革に役職

員一丸となって取り組んでまいりますので、ご支

援、ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

平成18年8月

18年度は公社改革総仕上げの年
アクションプラン・フェーズ2を貫徹

日本郵政公社総裁
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本誌内の表中の数値及びパーセント表示は、端数処理により合計数字が合わない場合があります。




